（令和７年４月１日以降相続開始分）

金銭納付を困難とする理由書（相続税延納・物納申請用）
令和　　年　　月　　日
　　　　　税務署長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　
　令和　　年　　月　　日付相続（被相続人　　　　　　　　）に係る相続税の納付については、
　　　

であることを申し出ます。
	1  納付すべき相続税額（相続税申告書第１表㉑の金額）
	
	Ａ
	円

	2　納期限（又は納付すべき日）までに納付することができる金額
	
	Ｂ
	円


	3  延納許可限度額
	【Ａ-Ｂ】
	Ｃ
	円

	4  延納によって納付することができる金額
	
	Ｄ
	円

	 5　延納期間終了後における当面の生活費及び事業経費
	
	Ｅ
	円

	6  物納許可限度額
	【Ｃ-Ｄ+Ｅ】
	Ｆ
	円


	２　納期限（又は納付すべき日）までに
納付することができる金額の計算
	(1) 相続した現金・預貯金等
	（イ＋ロ－ハ）
	【　　　　　　円】

	
	イ　現金・預貯金（相続税申告書第15表の金額）
	（　　　　　　円）
	

	
	ロ　換価の容易な財産（相続税申告書第11表・第15表該当の金額）
	（　　　　　　円）
	

	
	ハ　支払費用等
	（　　　　　　円）
	

	
	内訳　相続債務（相続税申告書第15表の金額）
	 [　　　　　　円]
	

	
	葬式費用（相続税申告書第15表の金額）
	 [　　　　　　円]
	

	
	その他（支払内容：　　　　　　　）
	 [　　　　　　円]
	

	
	（支払内容：　　　　　　　）
	 [　　　　　　円]
	

	
	(2)　納税者固有の現金・預貯金等
	（裏面①＋②＋③）
	【　　　　　　円】

	
	(3)　生活費及び事業経費
	（イ＋ロ）
	【　　　　　　円】

	
	イ　当面の生活費（３月分）うち申請者が負担する額
	（　　　　　　円）
	←裏面⑬の金額×3/12

	
	　ロ　当面の事業経費
	（　　　　　　円）
	←裏面⑯の金額×3/12

	
	Ｂへ記載する
	【(1)＋(2)－(3)】
	Ｂ
	【　　　　　円】


	４ 延納によって納付することが
できる金額の計算
	(1)経常収支による納税資金（収入が減少しない場合）
（（裏面④－⑬－⑯）×㉗）＋上記２(3)の金額
	【　　　　　　円】
	

	
	(2)経常収支による納税資金（収入が減少する場合）　（イ＋ロ＋上記２(3)の金額）
イ（裏面④－⑬－⑯）×⑤
ロ（裏面⑥－⑬－⑰）×（㉗－⑤）
	【　　　　　　円】
（　　　　　　円）
（　　　　　　円）
	

	
	(3)　臨時的収入
	【　　　　　　円】
	←裏面㉘の金額

	
	(4)　臨時的支出
	【　　　　　　円】
	←裏面㉙の金額

	
	Ｄへ記載する
	【(1)又は(2)＋(3)－(4)】
	Ｄ
	円


	
	(1)上記２(3)の金額
	
	

	
	Ｅへ記載する
	
	Ｅ
	円


添付資料
□　前年の確定申告書(写)・収支内訳書(写)　
　□　前年の源泉徴収票(写)
□　その他記載内容を証する書類（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１　納税者固有の現金・預貯金その他換価の容易な財産
	手持ちの現金の額
	①
	円

	預貯金の額
	　　/　　（　　　　円）
	　　/　　（　　　　円）
	②
	円

	
	　　/　　（　　　　円）
	　　/　　（　　　　円）
	
	

	換価の容易な財産
	　　　　　（　　　　円）　
	　　　　　（　　　　円）　
	③
	円


２　年間の収入額
	給与所得者等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	前年の給与の支給（収入）金額 　(　　　　　　　円)
	④
	円

	事業所得者等　
	前年の収入金額　　　　　　　　（　　　　　　　円）
	
	

	収入金額の減少が確実である場合※
	④の収入が継続する年数
	⑤
	年

	
	減少後の収入金額
	⑥
	円


　　※　延納制度のみ利用する方及び㉗の年数以内に収入金額の減少が確実でない方は記載不要です。
３　生活費の計算
	申請者　　　　　　　　　　　　　　　 　　100,000円　×　12
	⑦
	1,200,000円

	配偶者その他の親族　　　（　　　　　人）×45,000円　×　12
	⑧
	円

	給与所得者：源泉所得税、地方税、社会保険料（前年の支払額）
	⑨
	円

	事業所得者：前年の所得税、地方税、社会保険料の金額
	
	

	生活費の検討に当たって加味すべき金額
　加味した内容の説明・計算等

	⑩
	円

	生活費（１年分）の額　（⑦＋⑧＋⑨＋⑩）
	⑪
	円


４　配偶者その他の親族の収入　　
	氏名　　　　　　　
	（続柄　　　）
	前年の収入　（　　　　　　　円）
	⑫
	円

	氏名
	（続柄　　　）
	前年の収入　（　　　　　　　円）
	
	

	申請者が負担する生活費の額　⑪×（④/(④＋⑫））
	⑬
	円


５　事業経費の計算
	前年の事業経費（収支内訳書等より）の金額
	⑭
	円

	経済情勢等を踏まえた変動等の調整金額
調整した内容の説明・計算等

	⑮
	円

	事業経費（１年分）の額　（⑭＋⑮）
	⑯
	円

	⑥に対応する事業経費がある場合、その金額
	⑰
	円


　６　延納によって納付することができる金額の計算に当たり使用する年数の計算
	区分
	課税相続財産の価額
	⑳の割合による年数の判定
	割合
	不動産等
	動産等
	左表の判定による年数
	不動産等

	不動産等の価額
	⑱　　　　　　
	円
	
	0.75以上
	20年
	10年
	
	㉑
	年

	全体の課税相続財産の価額
	⑲
	円
	
	0.75未満
0.50以上
	15年
	10年
	
	動産等

	割合の計算（⑱／⑲）
	
	
	
	
	
	㉒
	年

	⑳
	0．　　　　　　　　　　　
	
	0.50未満
	５年
	
	
	

	不動産等の年数（㉑×⑳※）
	動産等の年数（㉒×(1-⑳※)）
	㉓＋㉔
	平均余命年数
	㉕と㉖の短い方

	㉓
	　　年
	㉔
	年
	㉕
	年
	㉖
	年
	㉗
	年


※　年数の計算に当たっての⑳の割合は小数点第三位未満を切り上げてください。
７　概ね１年以内に見込まれる臨時的な収入・支出の額
	臨時的収入
	
	　年　月頃（　　　　　　円）
	㉘
	円

	
	
	　　年　月頃（　　　　　　円）
	
	

	臨時的支出
	
	　　年　月頃（　　　　　　円）
	㉙
	円

	
	
	　　年　月頃（　　　　　　円）
	
	


「金銭納付を困難とする理由書（相続税延納・物納申請用）」の記載要領について
１　「１　納付すべき相続税額」欄（Ａの金額）
申請者の相続税申告書第１表㉑の納付すべき相続税の額（修正申告の場合は㉗納付すべき税額）欄の金額を記載してください。
なお、更正又は決定により納付すべきこととなった相続税については、更正通知書又は決定通知書の「納付すべき本税の額（納税猶予控除後の納付すべき本税の額）」欄の金額を記載してください。
　※　雇用確保要件を満たせなかった場合における非上場株式等納税猶予額に係る延納申請の場合は、非上場株式等納税猶予に係る相続税額（利子税の額は含みません。）を記載してください。
２　「２　納期限（又は納付すべき日）までに納付することができる金額」欄（Ｂの金額）
表「２　納期限（又は納付すべき日）までに納付することができる金額の計算」において算出された金額（Ｂ）を記載してください（なお、計算の結果、赤字となった場合には０と記載してください。）。
⑴　「(1)　相続した現金・預貯金等」欄
相続又は遺贈により取得した次のものを記載してください。なお、計算の結果、赤字になった場合には、金額頭部に△印を付けてください。
「イ　現金及び預貯金」・・・・・相続税申告書第15表の「現金、預貯金等」欄の金額を記載してください。なお、すでに取得している場合は、裏面「１　納税者固有の現金・預貯金その他換価の容易な財産」と二重計上しないようご注意ください。
「ロ　換価の容易な財産」・・・・相続税申告書第11表又は第15表より次に該当する財産の価額を記載してください。
　　　　　　　　　　　　※　相続税法第41条第２項第１号～３号に掲げる財産は除きます。

・　評価が容易であり、かつ、市場性のある財産で速やかに売却等の処分をすることができるもの
・　納期限又は納付すべき日において確実に取り立てることができると認められる債権
・　積立金・保険等の金融資産で容易に契約が解除でき、かつ、解約等による負担が少ないもの
（例）○　その他の有価証券等
出資証券、抵当証券、倉庫証券、貨物引換証、船荷証券、商品券等
○　預貯金以外の債権で確実な取立てが可能と認められるもの
退職金、貸付金・未収金等
○　ゴルフ会員権等の権利で取引市場が形成されているもの
○　養老保険、財産形成貯蓄、生命保険などで解約等による負担が少ないもの
「ハ　支払費用等」
①　「相続債務」欄及び「葬式費用」欄には、相続税申告書第15表の「債務」欄及び 「葬式費用」欄の金額を記載してください。
②　「その他」欄には、相続した現金・預貯金から支払った上記①以外の金額を記載し、その内容を簡記してください。
（注）「ハ　支払費用等」欄に計上した費用は、他の費用・支出欄に重複して計上することのないよう留意してください。
　　　
⑵　「(2)　納税者固有の現金・預貯金等」欄
裏面１①～③に記載した上で、表面の該当欄に合計額を記載してください。
　　①　手持ちの現金の額
申請者の固有財産に係る納期限（納付すべき日）における手持ちの現金の額を記載してください。
　②　預貯金の額
申請者の固有財産に係る預貯金について、主な取引金融機関名を記載の上、納期限（納付すべき日）における残額を記載してください。
（注）定期預金等払出期日が納期限（納付すべき日）に到来していないものについても、納付困難金額の計算に当たってはその日現在の残額を記載してください。
　　③　換価の容易な財産
申請者の固有財産に係る換価の容易な財産の種類及び納期限（納付すべき日）における時価見込み額を記載してください。
（注）財産の例示は上記(1) 「ロ　換価の容易な財産」の点線枠内をご覧ください。
　⑶　「(3)　生活費及び事業経費」欄
　　裏面２～５に記載し、表の該当欄に金額を転記してください。
　イ　当面の生活費（３月分）うち申請者が負担する額の計算
○　裏面２「年間の収入額」
　年間の収入額の計算に当たっては前年度の実績によるものとし、前年の確定申告書（又は源泉徴収票）等から金額を記載してください。
なお、最近の事業等の実績に変動がある場合（相続財産から地代収入が発生する場合等を含みます。）には、その実績を踏まえて算出した額を加味した額とし、この場合は、その内容の説明及び金額の算定根拠等についても適宜の用紙に記載の上、その資料の写しを添付してください。
《収入金額の減少が確実と認められる場合》
　納期限又は納付すべき日の翌日から延納期間終了の日（裏面６㉗の年数を経過する日）までに、収入金額の減少が確実であると認められる場合は、その収入金額が減少する日までの年数及び減少後の収入金額を記載し、収入金額の減少することを証する書類を提出してください。上記の期間内に収入金額の減少がない方、延納制度のみを利用される方は記載不要です。
〇　裏面３「生活費の計算」
「国税徴収法第76条第１号から第４号までの規定による金額相当額の合計額」に「生活費の検討に当たって加味すべき金額」を加えた額によります。
申請者が給与所得者でない場合は、事業等に係る収入金額等を給与等とみなして計算してください。
《国税徴収法第76条第１号から第４号までの規定による金額相当額の合計額》
・　申請者　100,000円×12月
　　　　　・　配偶者その他の親族　45,000円×12月×人数
　　　　　・　前年の所得税額又は源泉所得税額
・　前年の地方税の額
・　前年の社会保険料等
　　　　　　　前年の源泉徴収票又は確定申告書・収支内訳書等に基づき金額を裏面３⑦～⑨に記載してください。なお、確定申告書等の写しを参考資料として添付してください。
　　　　《生活費の検討に当たって加味すべき金額》
治療費、養育費、教育費の支払額（過去の支払い実績等を踏まえた金額による）のほか、住宅ローンなどの経常的な支払い、その他申請者等の資力・職業・社会的地位・その他の事情を勘案して社会通念上適当と認められる範囲の金額を裏面３⑩欄に記載してください。
　　　　　なお、当該項目については内容説明及び金額の算出根拠等を簡記し、その資料の写しを添付してください。
※　税務署長は金銭納付を困難とする事由の判定に当たって必要があると認めるときは、当該項目に関する説明資料等の追加提出を求めることがあります。
○　申請者が負担すべき額の検討
上記で求めた生活費のうち、申請者が負担すべき額は、原則として次により計算される額になります。この場合は、計算した金額を裏面４⑬欄に記載の上、適宜の用紙に金額の算出根拠を記載するとともに、その資料の写しを添付してください。

①　一定の収入のある親族については、自己の生活費は自ら負担すべきものとして上記で求
めた生活費から差し引いてください。一定の収入がある親族とは、収入があることにより
申請者又は配偶者の扶養控除の対象とならない親族をいいます。
②　配偶者に収入がある場合は、申請者と配偶者は生活費をその収入の割合に応じて負担す
るものとして計算してください。
③　申請者又は配偶者の扶養控除の対象となっている親族に係る生活費は、申請者と配偶者
がそれぞれ収入金額に応じて負担額を按分してください。
なお、この計算に当たっては、次により申請者が負担すべき生活費の額を簡便に求めて差し支えないものとして取り扱うことにしています。この場合は裏面４「配偶者その他の親族の収入」欄に金額を記載の上、計算した金額を裏面⑬欄に記載してください。


○　当面の生活費（３月分）うち申請者が負担する額
　　　上記により求めた年間の生活費の額（裏面⑬）に３/12を乗じた額を表面に転記してください。
ロ　当面の事業経費の計算
○　裏面５「事業経費の計算」
　　　　《前年の事業経費の金額》
　　　　　事業費の計算に当たっては前年の実績によるものとし、前年の確定申告書・収支内訳書等に基づいて求めた年間の事業に要する経費の中から、臨時的な支出項目及び減価償却費を除いた額を裏面５⑭欄に記載してください。
　　　　《経済情勢等を踏まえた変動等の調整金額》
事業の売り上げ等の動向に季節的な変動があるもの、その他経済情勢等（最近の事業の実績に変動がある場合には、その実績を踏まえて算出した額等）を加味して、事業経費の額に調整を行っても差し支えありません。この場合は裏面５⑮欄に金額を記載し、調整した内容の説明及び金額の算定根拠等についても記載し、その資料の写しを提出してください。
　　　　※　上記で求めた年間の事業経費の額を裏面５⑯欄に記載してください。
　　　○　当面の事業経費の計算
　　　当面の事業経費（事業の継続のために当面必要な運転資金の額）の計算に当たっては、事業の内容に応じた事業資金の循環期間の中で事業経費の支払や手形等の決済のための資金繰りが最も窮屈になる日のために留保を必要とする資金の額として、納期限又は納付すべき日の翌日から資金繰りの最も窮屈になると見込まれる日までの期間の総支出見込金額から総収入見込金額を差し引いた額（前年同時期の事業の実績を踏まえて推計した額による。）により計算してください。
　この計算に当たっては、前年の確定申告書・収支内訳書を参考にするなどして日々の収支の概要を適宜の用紙にまとめ、表の該当欄に金額を記載してください。
なお、簡便な方法として、前年の確定申告書・収支内訳書等に基づいて求めた年間の事業に要する経費の中から、臨時的な支出項目及び減価償却費を除いた額（最近の事業の実績に変動がある場合には、その実績を踏まえて算出した額を加味した額）（裏面５⑯欄の金額）に３/12（商品の回転期間が長期にわたること等の場合は事業の実態に応じた月数/12月）を乗じた額を用いて差し支えありません。
《収入金額の減少が確実であると認められる場合》
　収入金額の減少が確実であるとして、裏面２⑥に減少後の収入金額を記載した場合に、減少後の収入金額を得るための事業の継続に必要な運転資金の額がある時は、その金額を裏面５⑰欄に記載してください。
３　「３　延納許可限度額」欄（Ｃの金額）
「１　納付すべき相続税額」欄（Ａの金額）から「２　納期限又は納付すべき日までに納付することができる金額」欄（Ｂの金額）を控除した額を記載してください。
【次の４～６については、物納申請書を提出する場合に記載してください。延納申請書のみ提出する場合は７に進んでください。】
４　「４　延納によって納付することができる金額」欄（Ｄの金額）　　　
表「４　延納によって納付することができる金額の計算」において算出された金額（Ｄ）を記載してください（なお、計算の結果、赤字となった場合は、０と記載してください。）。
⑴　経常収支による納税資金（収入金額が減少しない場合）
年間の収入見込み額から年間の生活費及び事業経費を差し引いた額（年間納付可能資金）に延納年数を乗じ、その額に延納許可限度額の計算に当たって先に控除した当面の生活費及び当面の事業費の額（表面２「(3)生活費及び事業経費」欄の金額）を加算することにより経常収支による納税資金を算出してください。
金額の計算に当たっては、次により表面の該当欄に金額を記載してください。
　　○　年間の収入見込み額
　　　　裏面２④に記載した年間の収入金額となります。
　　○　年間の生活費及び事業経費
　裏面２～５で計算した年間の生活費及び事業経費の金額（裏面４⑬及び裏面５⑯）の合計額となります。
　　○　延納年数
　　　　裏面６で計算した、以下のいずれか短い年数とします。
　・　物納申請に係る相続税額が、延納申請税額であったとみなした場合の延納が認められる最長年数（年数の区分が２以上ある場合は、課税相続財産の価額に占める割合であん分した年数を合計した年数）
　　　割合の判定に当たっては、端数処理を行うことなく判定してください。
　　　不動産等の年数及び動産等の年数を算出する際に用いる割合は、裏面６⑳の割合の小数点第三位未満を切り上げてください。
　　　なお、不動産等の割合の計算に当たっては、延納申請書の補助資料である『不動産等の財産の明細書』を活用して差し支えありません。
　　また、裏面６⑱～㉒を延納申請書に記載し提出する場合は、当該欄の記載を省略し、不動産等の年数及び動産等の年数の計算に当たっては、延納申請書の割合の判定欄に記載した割合（延納申請書⑪の割合）の小数点第三位未満切り上げし、計算して差し支えありません。
　※　代償分割が行われた場合の計算については、税務署にお尋ねください。
・　納期限又は納付すべき日（物納申請の却下に係る再申請又は特定物納申請の場合は、申請書を提出しようとする日）における厚生労働省が公表する最新の完全生命表による平均余命年数（裏面６㉖）
　※　参考：厚生労働省ホームページ「完全生命表（基幹統計）」リンク
　https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/seimei/list54-57-02.html#a
　
⑵　経常収支による納税資金（収入金額が減少する場合）
　　　以下により計算した、収入金額減少前における納税資金の額及び収入金額減少後における納税資金の額を合計した額に、延納許可限度額の計算に当たって先に控除した当面の生活費及び当面の事業費の額（表面２「(3)生活費及び事業経費」欄の金額）を加算することにより経常収支による納税資金を算出してください。
金額の計算に当たっては、次により表面の該当欄に金額を記載してください。
〇　収入金額減少前における納税資金の計算（表面４(2)イ）
　　年間の収入見込み額から年間の生活費及び事業経費を差し引いた額（年間納付可能資金）に、収入金額が減少するまでの年数を乗じることにより算出した額を記載してください。
　・　年間の収入見込み額
　　　　　裏面２④に記載した年間の収入金額となります。
　　　・　年間の生活費及び事業経費
　　　裏面２～５で計算した年間の生活費（裏面４⑬）及び事業経費（裏面５⑯）の金額の合計額となります。
　・　収入金額が減少するまでの年数（裏面２⑤）
　　　定年退職等により、現在の収入金額が減少する日までの年数（１年未満の端数がある場合は、これを切り捨てます。）とします。
〇　収入金額減少後における納税資金の計算（表面４(2)ロ）
　　減少後の年間の収入見込み額から年間の生活費及び事業経費を差し引いた額（年間納付可能資金）に、延納年数から収入金額が減少するまでの年数を控除した後の年数を乗じることにより算出した額を記載してください。
なお、収入金額の減少が二度以上認められる場合は、同様の計算を対応する年数において行うこととしてください。
　・　減少後の年間の収入見込み額
　　　裏面２⑥に記載した年間の収入金額となります。
　・　年間の生活費及び事業経費
　　　裏面２～５で計算した年間の生活費（裏面４⑬）及び事業経費（裏面５⑰）の金額の合計額となります。
　・　延納年数
　　　上記(1)の延納年数によります。
⑶　臨時的収入
概ね１年以内に見込まれる臨時的な収入（資産の譲渡、貸付金の回収、退職金の給付の確定等）について、裏面７㉘欄に金額を記載し、その内容を簡記してください。
⑷　臨時的支出
概ね１年以内に見込まれる臨時的な支出（事業用資産の購入等）について、裏面７㉙欄に金額を記載し、その内容を簡記してください。
（注）事業計画書・契約書・借入れ申込書の写しなど、支出に関する具体的内容及び支出時期の確認できる参考資料を添付してください。
５　「５　延納期間終了後における当面の生活費及び事業経費」欄（Ｅの金額）
　　表「５　延納期間終了後における当面の生活費及び事業経費」に記載した金額（表面２(3)生活費及び事業経費の額）を記載してください。
　　なお、延納期間終了後における当面の生活費及び事業経費を計算し記載する場合は、計算するに当たって使用した資料を提出してください。
６　「６　物納許可限度額」欄（Ｆの金額）
「３　延納許可限度額」欄（Ｃの金額）から「４　延納によって納付することができる金額」欄（Ｄの金額）を控除し、「５　延納期間終了後における当面の生活費及び事業経費」欄（Ｅの金額）を加算した額を記載してください。
７　その他
　○　この「金銭納付を困難とする理由書」を作成するに当たって使用した資料については、その写しを添付してください。
　○　理由書本文中の「納期限までに一時に納付することが困難であり」「延納によっても金銭で納付することが困難であり」の文言は、延納申請又は物納申請に添付する場合に応じ、不要部分を抹消してください。
　○　各欄の記載に当たって不明な点は、税務署にお尋ねください。
　○　贈与税の延納許可額の算出に当たっては、様式012　金銭納付を困難とする理由書（贈与税延納申請用）をご使用ください。
納期限までに一時に納付することが困難であり、


延納によっても金銭で納付することが困難であり、





その納付困難な金額は次の表の計算のとおり





５ 延納期間終了後における当面の生活費及び事業経費





（裏面）





（相続財産から発生する地代収入が


ある場合を含む）





（１年未満切捨て）





（端数処理不要）





（１年未満


切捨て）





（１年未満


切捨て）





申請者の収入


　　　　　　　　（申請者の収入＋配偶者の収入＋一定の収入がある親族の収入）





生活費の額　×








